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例
１
翻訳の底本には、イラン・イスラーム共和国官報ウェブサイト掲載の家族保護法（一三九二年一月二〇日／二〇一三年四月九日成立） （
Q
ānūn-e Ḥ
em
āyat-e 
K
hānevādeh, M
oṣavvab- e 1392/1/20 ）を用いた。
　
http://w
w
w
.rooznam
ehrasm
i.ir/law
s/Show
Law
.aspx?C
ode=847
２
訳註に頻出する法律については、それぞれ以下のウェブサイトに掲載された原文を参照した。国会附属研究センター掲載のイラン・イスラーム共和国民法（ 一 年一月二〇日／一九三五年四月一〇日成立）
Q
ānūn-e M
adanī, M
oṣavvab-e 
1314/1/20 ）
　
http://rc.m
ajlis.ir/fa/law
/show
/92778
国会附属研究センター掲載の民事訴訟 （一三 八年六月二五日／一九三九年九月一七日成立） （
Q
ānūn-e Ᾱ
yīn-e D
ādrasī-ye M
adanī, M
oṣavvab-e 1318/6/25 ）
　
http://rc.m
ajlis.ir/fa/law
/show
/93368
国会附属研究センター掲載の婚姻法（一三 年五月二 日／一九三 年八月一五日成立） （
Q
ānūn-e R
āje‘ be E
zdevāj, M
oṣavvab-e 1310/5/23 ）
　
http://rc.m
ajlis.ir/fa/law
/show
/92288
３
年代については、訳文ではペルシア語原文のヒジュラ太陽暦（イラン太陽暦）を西暦に換算した上で、ヒジュラ太陽暦／西暦の形式で記した。一方、註では必要な場合を除いて西暦のみ記した。ヒジュラ太陽暦を西暦に換算する際、年代 確定しがたい場合には﹁一三五三／一九七四―七五年﹂のように記した。
４
訳文中の括弧のうち、 ﹁
　
﹂はペルシア語及びアラビア語の特殊用語、 ［
　
］
は訳者による語句の補足、 （
　
）は簡単な語彙の説明や言い換えを示す。ま
た、ペルシア語及びアラビア語のローマ字転写を挿入する際にも（
　
）を用
いた。
５
ペルシア語及びアラビ の転写法は大塚和夫他編『岩波イスラーム辞典』（岩波書店、二〇〇二年）の方式に拠った。
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家族保護法
　︵一三九二年一月二〇日／二〇一三年四月九日︶
番号：一一六〇モハンマド・シーンジャリー・ジャーサビー国家官報理事長兼専務取締役殿民法第一条と同条の補則
（
1）を実施するために規則猶予期間の満了に鑑みて、
﹁家族保護法﹂成立版の写しを官報掲載のために送付する国会議長
　
アリー・ラーリージャーニー
番号：七七二六三／二
　
一三九一年一二月一九日
マフムード・アフマディーネジャード、イラン・イスラーム共和国大統領殿一三八六年五月一日付の番号三六七八〇／ 八三五七の書簡に関してイラン・イスラーム共和国憲法第一二
（
2）をもとに法案として国会に提出さ
れた家族保護法は一三九一年一二月一日火曜日の国会の公開会議
（
3）で承認
され、監督者評議会で認可を受けたことを以下の通り通知される。国会議長
　
アリー・ラーリージャーニー
家族保護法
第一章
　
家庭裁判所
（
4）
第一条
　
家族に関する紛争を審理するために、司法権は本法律成立から三年
以内に全ての県裁判所
（
5）に十分な数の家庭裁判所の支部を設置しなけれ
ばならない。家庭裁判 を郡の裁判所に設置するか否かは、司法権長が状況に応じて判断する。
第一項
　
本法律の施行後、家庭裁判所が設置されていない県裁判所では、家
庭裁判所が設置されるまで、その司法区にある常設の一般裁判所民事裁判部門が、関連した手続を遵守しつつ、家庭裁判所の管轄する紛争及び問題を審理する。
第二項
　
家庭裁判所が設置されていない郡の司法区では、その司法区にある
常設裁判所が、関連した本法律の手続を遵守しつつ家族に関する紛争を審理する。ただし、婚姻と離婚の原則に関連する訴訟については、最も近い司法区の家庭裁判所で審理される。
第二条
　
家庭裁判所は裁判長あるいは判事補
（
6）と女性の法律顧問
（
7）で構成
される。法律顧問は審理終了から三日以内に、紛争の内容についての見解と状況を書面及び証明された形で係争書類に添えて提出しなければならない。判決を書く判事
（
8）は、法律顧問の意見について訴状の中で言及し、
異なる意見であっても、理由を述べてその意見を否定する必要がある。
　
補
 則
　
司法権は、少なくとも五年以内に全家庭裁判所に女性の法律顧問を
確保する必要がある。それまでに司法権は、家庭裁判所に勤務するうえで必要な条件を有している男性の法律顧問を任用することができる。
第三条
　
家庭裁判所の判事は既婚者で最低四年の法曹実務経験を必要と
 
する。
第四条
　
下記の紛争及び問題は家庭裁判所で審理される。
（一）
　
婚約及び婚約破棄に伴う損害
（二）
　
普通婚、一時婚、婚姻許可
（
9）
（三）
　
婚姻契約に含まれる条件
（四）
　
複婚
（
10）
（五）
　
嫁入り道具
（
11）
（六）
　
婚資
（
12）
（七）
　
妻の扶養料
（
13）、婚姻期間における報酬
（
14）
（八）
　
服従
（
15）と不服従
（九）
　
 離婚、離婚取消、婚姻取消、 ︹一時婚の︺ 契約期間の早期終了及び満了
（
16）
（一〇）子の監護と面会（一一）親子関係
（
17）
（一二）成人
（
18）、後見
（
19）とその解除
（一三）
 未成年者
（
20）の自然後見、選任後見
（
21）、未成年者の監督者及び選定
管財人
（
22）に関わる問題、未成年者の遺言指定管財人
（
23）に関わる問
題
（一四）親族の扶養料（一五）失踪者に関する問題（一六）保護者のいない子の保護（一七）胚提供
（
24）
（一八）性転換
（
25）
　
補
 則
　
憲法第一二条及び第一三条
（
26に該当する身分の者の紛争は、 一三一二
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年四月三一日／一九三三年七月二二日に成立した、 ﹁裁判における非シーア派イラン人の身分保障の許可法﹂
（
27）及び一三七二年四月三日／
一九九三年六月二四日に公益判別評議会で承認され ﹁ゾロアスター教徒、ユダヤ教徒、キリスト教徒のイラン人の宗教的な身分と教育に関する紛争審理法﹂
（
28）に基づいて審理される。
　　
 上記の宗教的なマイノリティの親子関係の問題及び婚姻や離婚を含む彼らの身分に関する問題に関する高位 宗教権威 決定は、有効であり手続を経ることなく判決によって認可され、実行される。
第五条
　
紛争当事者のいずれかが財力に欠けている場合、裁判所は各段階に
到達した後、また、状況に応じて、当該人物の裁判費用、専門家への料金、国選弁護人の弁護料、その他の費用を免除、もしくは判決の執行 時まで支払いを猶予することができる。弁護士の任命に関して、必要が生じた場合もしくは法律上 要請があれば、裁判所は直接もしくは財力に欠ける個人の要望に応じて国選弁護人を任命する。
　
補
 則
　
エマーム・ホメイニー救済委員会
（
29）の管轄下にいる者、及び国家
福祉局の支援を受けている者は裁判費用の支払を免除される。
第六条
　
母親、あるいは子の監護や未成年者
（
30）の養育を、事実上引き受け
ている者は、たとえ、選任後見の責任を負っていなくても、その子もしくは未成年者の扶養料
（
31）を請求する権利を持つ。この場合、裁判所は緊急
の請求を最初に審理しなければならな 。
第七条
　
訴訟の主題を決定する前に、夫婦のいずれかの要求に応じて、子の
監護、養育、面会、妻 養料といった、義務の所在を緊急に決定すべき事柄について、裁判所は保証書を得ること く 暫定措置を下すことができる。本措置は、司法区長の了承なく執行することが可能である。裁判所が六か月以内に訴訟の主題の決定を行わ い場合には は無効とされ、暫定措置は停止される。ただし、裁判所が本条項に従って、再度、暫定措置が出された場合を除く。
第八条
　
家庭裁判所における審理は、提訴があれば、民事訴訟法
（
32）の手続
を経ることなく実施 る。
　
補
 則
　
原告が被告の所在不明を申し立てた場合、被告の直近の居住地を裁
判所に通知しなければならない。裁判所はこの場合、適切な方法で審理し、判決を出す。
第九条
　
家庭裁判所の手続及び通知方法は一般及び民事における革命裁判所
（
33）裁判訴訟法の規定に従う。しかし、紛争当事者が郵送、ファックス、
留守番電話、電子メール等、他の手段で裁判所に通知した場合、裁判所は同様の方法で通知することができる。いずれの場合も裁判所の通知は有効となる。
第一〇条
 　
裁判所は、和解を促すために、夫婦のいずれかの要求に応じて、
裁判の期日を少なくとも二回、延期することができる。
第一一条
　
本法律が対象とする金銭に関わる訴訟において、勝訴者は、判決
が確定してからそれが執行される前でも、判決に基づいて、敗訴者が支払う債務の保証を、最初の判決を下した裁判所に要求することができる。
第一二条
　
夫婦に関する家族の紛争や問題において、妻は被告︹夫︺の居住
地の裁判所あるいは自身の居住地の裁判所に訴えることができ 。ただし、不動産の婚資が請求されてい 場合 除く。
第一三条
　
夫婦が、家庭裁判所の管轄する を複数の司法区の裁判所 そ
れぞれ提訴した場合、最初に提訴 受けた裁 所が審理の管轄権を有する。一日に二つもしくは複数 がなされた は、妻 側から提訴された訴訟を審理する権限を有す 裁判所が、訴訟の全てを審理する のとする。
第一四条
　
夫婦の一方が国外在住の場合、イランに居住している側の居住地
の裁判所が審理の権限を有 。夫婦双方が国外在住で、そ 一 がイランに一時滞在している場合、滞在場所の裁判所 審理の権限を有する。夫婦双方ともイランに一時滞在してい 場合、妻の滞在地の裁判所が審理の権限を有する。夫婦いずれもイランに滞在していない場合には、テヘラン県裁判所が審理の権限を有す ただし、夫婦が別 地区での提訴に合意している場合を除く
第一五条
　
国外在住のイラン人が家族に関する紛争を自らの居住地の審理の
権限のある機関、もしくは裁判所に提訴した この機関もしくは裁判所の判決はイランでは執行されない。ただし、 で審理する権限を有する裁判所が上述の判決を審査し、 ︹外国での︺判決が承認され を除く。
　
補
 則
　
国外在住のイラン人の離婚登録は、イラン・イスラーム共和国領事
館
（
34）において、夫婦が書面により請求するか、もしくは外務省の助言
もしくは司法権長の承認により資格を持つ者を領事館により紹介され、離婚宣言の執行を受け、証明書を持参した夫が書面により請求すること
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で可能となる。離婚取消の登録は待婚期間
（
35）の終了を条件とする。取
消不能な離婚
（
36）でも妻は自分の離婚を、上記の資格を有する人物を通
して離婚宣言の執行許可通知と書面による請求によって領事館で登録できる。夫からの請求により離婚登録をする場合、妻は自らの法的権利の内容について本法律が遵守されているかをイランの裁判所に照会することがで
第二章
　
家族相談センター
第一六条
　
家族の基盤を強化し、家族間の紛争や離婚の増加を防止し、和解
の成立を促すために、司法権は、本法律施行後三年以内に家庭裁判所に隣接して﹁家族相談センター﹂を設立する義務がある。
　
補
 則
　
国家福祉局附属の家族相談センターが存在する地域では、裁判所は
同センターを利用することができる。
第一七条
　
家族相談センターの構成員は、家族学 カウンセラー、臨床心理
医、心理学、社会福祉、法学、イスラーム 学等 様々な学問分野の専門家から選ばれる。いずれのセンターも、少なくとも構成員の半数が既婚女性であることを条件とする。構成員の定数、選抜方法、採用、研修、家族保護センターの構成員の罰則規定 服務規程 センターの数 相談サービスの料金とその支払方法は、本法律 施行後六か月以内に司法省により作成され、司法権長に承認された規 に基づくも とする。
第一八条
　
家族相談センターが設立された司法区では、 庭裁判所は、必要
に応じて紛争 内容及び猶予期間を明らか した上で、家族に関する紛争について、センターに意見を求めることができ
第一九条
　
家族相談センターは、夫婦に相談のサービスを提供すると同時
に、裁判所の求めに応じて規則の執行猶予期間内 和解 に努める。上記のセンターは、和解を達成した場合、和解書を作成し、そうでない場合には和解が不可能である理由について専門家としての意見を、論拠 示した書面で裁判所 通知する。
　
補
 則
　
裁判所は家族相談センターの専門的な意見を慎重に考慮したうえで
判決を出す。
第三章
　
婚姻
第二〇条
　
普通婚、婚姻取消、離婚、離婚取消（復縁） 、離婚及び婚姻の取
消宣言は登録を必要とする。
第二一条
　
イラン・イスラーム共和国司法制度は、家族関係を基盤とするた
め、家族を構成する基礎である普通婚を保護する立場にある。一時婚
（
37）
もシャリーア及び民法の規定に従うものであり、下記の場合、登録が必要である。
 第一項
　
妻の妊娠
 第二項
 　
両当事者の合意
 第三項
　
婚姻契約に記載された条件
　
補
 則
　
本条項及び本法律第二〇条に記載されている事項の登録は、婚姻登
録所もしくは婚姻・離婚登録所
（
38）において、法務大臣が提出し、一年
以内に司法権長から承認を受けた規則に基づくものとする。上記規則の承認以前は、一三一六年二月二九日／一九三七年五月一九日に成立した婚姻に関する改正法第 条に記載されている手続法
（
39）の効力が維持さ
れる。
第二二条
　
婚姻契約時の婚資が金貨
（
40）一一〇枚、もしくは同等の額である
場合、 ︹離婚時に妻が︺受領する際、財産刑罰執行法
（
41）第二条が適用され
る。婚資がこれより多く、特に過剰な場合、夫が支払うべき標準額だけが支払われる。婚資の時価相場算定に関する規則の遵守が必要とされる。
第二三条
　
保健・治療・医療教育省は、本法律の執行日から一か月以内に夫
婦ともに婚姻前に予防接種を行うべき病気と婚姻が原因となって配偶者と子に危険を及ぼしう 伝染性 病気も指定し、通知する義務がある。婚姻登録所は婚姻登録の 、保健・治療・医療教育省が認定した医師と医療機関が発行する、麻薬中毒者ではないこと、本条項が対象とする病気に罹患していないこと、そして、夫婦ともに予防接種を受けたことを証明する証明書を、夫婦に要求し、記録する義務がある。
　
補
 則
　
中毒者、もしくは罹患者であることを示す証明書が発行された場
合、夫婦が通知すれば婚姻登録が妨げられることはない。保健・治療・医療教育省が認定し、名前を公表した伝染病や危険な病気の場合、夫婦は監視、監督のために、認定医療機関に紹介さ 。夫婦の罹患している危険な病気が保健・治療・医療教育省により胎児に害と 病気と認
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定された場合、監視、監督により次世代の出産が禁止される。
第四章
　
離婚
第二四条
　
離婚及び婚姻解消、婚姻もしくは離婚の取消宣言の登録は、婚
姻・離婚登録所における和解不能証明書
（
42）の発行、もしくは裁判所によ
る関連する判決によって認められる。
第二五条
　
夫婦が離婚請求で合意している場合、裁判所は家族相談センター
にこの問題を委託しなければならない。この場合、夫婦は最初から合意の上で離婚請求を当該センター 提出することができる。離婚請求の破棄がなされなかった場合、家族相談センターは、最終決定に対する合意内容を明らかにして裁判所に差し戻す。
第二六条
　
夫婦の合意、もしくは夫の請求による離婚の場合、裁判所は和解
不能証 書発行の措置をとる。妻からの請求の場合、夫が離婚の判決を得るのに必要とされる法律に従うか、もしくは︹妻への︺離婚権の委任
（
43）
が可能となる条件に則る。
第二七条
　
合意の上での離婚を除き、あらゆる離婚請求で、裁判所は和解の
ために同問題を調停人
（
44）に委託しなければならない。裁判所はこの場合、
調停人の意見を考慮して判決を出し、意見が受け入れ難い場合 は、調停人の意見を、否定した理由と もに提示しなければならない
第二八条
　
調停に付す決定が出された後に、夫婦は各自、通知後一週間以内
に、自ら 親族のうち一名、少 く 三〇歳以上の既婚者で、イスラム法及び家族や社会の問題に精通している者を、調停人として裁判所に紹介する必要がある。
第一項
　
妻の親族で、配偶者が死亡している場合、もしくは離婚している場
合でも本条項に定められた上記 残りの条件を満たしてい 場合には、調停人として受け入れられる。
第二項
　
親族の中に有資格者がいないか、適した人物が近くにいない場合、
あるいは調停人になることを拒否された場合 夫婦のいずれかは、資格があり、条件にあう人物の中から調停員を紹介することができる。夫婦が調停人を紹介することを拒否した場合 もしくはそ 能力がな 場合、裁判所の決定、もしく 両当事者 いず かの要請に基づいて調停人 選任することができる。
第二九条
　
判決にあたって、裁判所は婚姻契約の条件及び婚姻証書の内容に
考慮して嫁入り道具、婚資、妻、子、胎児の扶養義務を定める。同様に︹裁判所は︺両当事者の婚姻期間の報酬を民法三三六条の補則
（
45）に従って
決定し、子の養育と監護の方法、養育と監護費用 支払方法について適切な決定を行う。裁判所は子と 愛情ある関係と子の利益を考慮して、父親、母親、親族と 面会の手順、時、場所を決定する。離婚登録は、上記費用の支払が完了してから行われる。妻が同意している場合や、夫の返済不能や分割払いの判決が下されている場合も離婚が登録される。妻が上記の費用を受領することなく離婚登録に同意した場合 離婚登録後に、関連法規に従って、裁判所 の執行により、上記費用を徴収することができる。
第三〇条
　
妻が裁判所において夫の命令もしくは夫の許可によ 夫が負
うべき共同生活の諸経 を自分の財産から支払っ たことを証明した場合、それが妻からの贈与の意思によ ものであることを夫が証明できなかった場合は、妻はそれに相当するも を夫 受け取ることができる。
第三一条
　
離婚登録は、懐胎の有無について、資格を有する医師の証明書の
提出が義務付けら てい ただし、夫婦が胎児 存在について、意見が一致している場合を除く。
第三二条
　
離婚判決に関し、離婚宣言の執行と登録は、控訴期間の満了時、
もしくは、最終判決の通知により実施さ る。
第三三条
　
離婚判決の有効期間は 最終決定 言渡日、もしくは控訴期間の
満了日から六か月である。妻が離婚判決を婚姻・離婚登録所 提出し、夫が通知日から一週間以内に登録所に出頭しな 場合、登録所の長は、離婚宣言の執行とその登録のために登録所に出頭するよう夫婦 警告 。夫が出頭しない場合、夫から理由の説明がない場合、または夫が離婚宣言の執行を拒否している場合、離婚宣言は執行され 登録され、 旨が夫に通告される。夫 側から理由の説明があった時には 上述の手順で、再度、当事者双方への召喚がなされる。
　
補
 則
　
離婚判決を下す裁判所は、下された離婚判決の中で、離婚宣言の執
行を夫が拒否した場合、登録所の長が代理を務めることを明記しなければならない。
第三四条
　
婚姻・離婚登録所に提出するための和解不能証明書
は、最終判決の言渡の日、あるいは、判決の最終決定から三か月である。
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上記証明書が、この期間内に提出されない場合、もしくは、それを離婚登録所に提出する側が、提出日から三か月以内に登録所に出頭しない場合、もしくは、必要 類が提出されない場合には、発行された証明書は有効性を失う。
　
補
 則
　
夫婦の合意に基づいて発行された和解不能証明書が、裁判判決で有
効性を失った場合、発行された上記の証明書の合意は取り消される。
第三五条
　
夫が規定の期間内に婚姻・離婚登録所へ行き、和解不能証明書を
提出したものの、妻が一週間以内に登録所へ出頭しない場合には、登録所の長が、夫婦に離婚宣言の執行とその登録のために登録所に 頭するように警告する。妻が出頭しない場合には、離婚宣言 執行され、登録所よって登録 行われ、妻にその旨通知される。
　
補
 則
　
本法律の本条及び第三四条記載の離婚宣言執行の告知と、その執行
期日との間は、一週間以内であってはならない。夫もしくは妻が住所不定の場合、住所不定者の召喚は、発行部数の多い新聞の告知欄への掲載、もしくは申立人の費用で、登録所の長によって実施される。
第三六条
　
夫婦の合意に基づいて和解不能証明書が発行された場合、決定を
出した裁判所の通知、もしくは離婚宣言の実施証明書に基づき 妻は奪われることのない委任権を持つため、夫の出頭 なくとも離婚宣言の執行とその登録は妨げられることはない。
第三七条
　
離婚宣言の執行は、イスラーム法に則り、登録所あるいは別の場
所で、登録所の長の立ち会いの下で実施される。
第三八条
　
離婚の取消
（
46）に関しては、離婚宣言が、関係する規定に従って
執行され、離婚の同意書が用意される。しかし、離婚の登録は、待婚期間が終了するま に、離婚を言渡された妻との同居を証明でき 、少なくとも二名の証人による書面 提 を必要とす ただ 妻が登録に同意している場合を除く。離婚の取消が実施 る場合、離婚の同意書は無効となる。離婚取消がない場合 離婚の同意書は合意され、離婚が登録される。最終的な同意書には、登録所 長と夫婦、あ いは その代理人と二人の離婚証人が署名をする。妻が請求する場合に 、離婚宣言の書と離婚取消不能の証明 、妻に交付される。いずれにせよ 待 期間が満了し、 取消 できなく った場合、離婚 登録され 。
第三九条
　
いずれの場合でも、最初に決定を下した裁判所が、和解不能証明
書、もしくは離婚の判決の確定及び執行可能を証明する書類 発出し、そ
れと同時に、婚姻・離婚登録所への提出が行わなければならない。第五章
　
子の監護及び養育、並びに扶養料
第四〇条
　
裁判所の判決執行によって子の監護を拒否された者、もしくは、
その執行を妨げた者、もしくは、子の引渡を拒否した者は、権限を持つ者の申立てにより、最初に決定を下した裁判所の命令によって判決が執行されるまで拘束される。
第四一条
　
面会、監護、養育、そ 他、子についての事柄に関する合意が、
子の福祉
（
47）に反したり、あるいは監護責任者が監護のために定められた
義務を怠ったり、もしくは、監護下にある子との面会 権利のある人物との面会を妨害し したと判断した場合、裁判所は子の福祉に適うよう、監護の任 別の人物への特別な委託 もしくは の監督について見識のある監督者の任命ができ 。
　
補
 則
　
司法権は、子と家族の福祉に適うよう両親と子の適切な面会方法を
提示する義務がある。この条項の執行規則法は六か月以内に司法省により準備され、司法権長に承認される。
第四二条
　
未成年者及び狂人
（
48）を、後見人、選定後見人、母親、もしくは
その監護と養育を委託された人物の同意なく 双方で決め 居住地、または離婚の発生以前に住んでいた場所から、別の場所、もしくは国外に連れ出すことはできない。ただし、裁判所が、それを未成年者及び狂人の福祉に適うと判断し、面会の権利を考慮し、その措置を許可した場合を除く。裁判所が、未成年者及び狂人を国外に連れ出すことに同意 、権限を持つ者の申立てにより未成年者及び狂人を帰国させることを確約させる適切な保証を得る。
第四三条
　
父親が死亡した子の監護は、母親が行う。ただし、自然後見人、
もしくは検察官の請求により、母親による監護が子の福祉に反す と裁判所が判断した場合を除く。
第四四条
　
一三八六年七月八日／二〇〇七年九月三〇日成立の国家公務員管
理法第五条
（
49）に定められた執行機関が、未成年者もしくはその他の制限
行為能力者
（
50）への財産引渡、または所有権譲渡を義務付けられている場
合、この財産は検察官の判断により、生活に必需とされる費用の保障 範囲内で、財産は制限能力者の監護及び養育 責任を持つ人物の決定に ね
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なければならない。ただし、裁判所が他の方法を決定した場合を除く。
第四五条
　
裁判所及び実施機関の決定において、子及び若者の幸福と利益の
遵守が義務付けられる。
第四六条
　
裁判所が必要を認め、許可した場合を除き、一五歳以下の子が、
家族の紛争の審理に出席す ことを禁止する。
第四七条
　
妻、もしくはその他の扶養料を支払われるべき人物が請求した場
合、裁判所は扶養料の額及び支払方法を決定する。
　
補
 則
　
本条項及び他の条項で、裁判所の判決に従って、敗訴者が恒常的に
支払をしなければならない場合、義務の執行請求は、一度で十分である。裁判所が別の命令を下さない限り、執行 為は継続する。
第六章
　
手当と年金
第四八条
　
寡婦、子、他の法定相続人への手当もしくは年金 額、及びその
分割方法は、国民年金、軍人恩給、社会保障年金、もしくはその他の特別な基金から支給されるものであっても、下記 通りとする。
第一項
　
寡婦は、故人の手当もしくは年金を受け取り、結婚︹再婚︺しても
上記の費用を受領することができる。再婚した夫が死亡した場合、寡婦の手当は、最も額の多い年金を実施基準として、支給される。
　
補
 則
　
故人に複数の妻がいた場合、手当もしくは年金は、妻たち及び他の
法定相続人の間で平等に分割される。
第二項
　
状況に応じて、寡婦は、故人の退職者手当もしくは労災認定者へ
手当、並びに退職者年金もしくは労災認定者への年金に加え 遺族手当もしくは遺族年金を受け取ることができる。
第三項
　
職業もしくは夫を持たない女子、二〇歳以下の男子、及び二〇歳以
上の男子で、労災により必要が生じた場合、もしくは大学 学業 従事ている場合、子への援助費用として 両親の遺族保険及び遺族 もしくは両親 手当を独占して受け取ることができる。
第四項
　
在職者及び退職者の、妻や子、並びにその他 法定相続 及
び年金は、一三四五年三月三一日／一九六六年六月二一日成立の国家雇用法及 その改正法第八七条
（
51）、並びに同法及びその改正法第八六条
（
52）に
従って分割され 支払われる。
　
補
 則
　
本条項の規則は、本法律の実施以前に死亡した者にも適用される。
第七章
　
罰則規定
第四九条
　
夫が登録所に登録することなく、普通婚、離婚及び婚姻取消の措
置を行った場合、離婚取消後、一か月間以内に登録をしなかった場合、もしくは登録義務のある一時婚の登録を拒否した場合、登録に必要な期間内に第五級の罰金、もしくは第七級 矯正刑
（
53）に処せられる。この刑罰は、
婚姻取消の登録、婚姻もしくは離 無効の通知を夫が拒否した場合にも適用される。
第五〇条
　
男性が民法第一〇四一条
（
54）の規定に反して婚姻を行った場合、
第六級矯正刑に処される。上記の婚姻の結果、妻が四肢の欠陥や慢性的な疾病に至った場合、夫は賠償金の支払に加えて、五級 に処される。妻が死亡 賠償金 支払に加えて 四 矯正刑に処される。
　
補
 則
　
妻の自然後見人、母及び法的な保護者、もしくは養育及び保護責任
者が、本条項の犯罪に直接的に関与していた場合、第六級矯正刑に処せられる。この判決は婚姻契約者にも適用される。
第五一条
　
外国人が民法第一〇六〇条
（
55）に記載の許可を取得することなく、
もしくは他の法規定に違反してイラン人女性と婚姻を行った場合、第五級矯正刑に処せられる。
第五二条
　
裁判所において夫婦関係を否定し、後にこの否定が根拠のないも
のであったことが証明された場合、または、事実に反して他人との夫婦関係を主張して刑罰、もしくは、法的紛争の告訴を行った場合、その人物は第六級矯正刑、もしくは第六級罰金刑 処せられる。本刑罰は、上記の人物の法定代理人が、夫婦であることを知りながら、裁判所でそれを否定した場合、もしくは、夫婦でないことを知りながら、夫婦関係を主張する刑罰、もしくは法的紛争の告訴がなされた場合も、適用される。
第五三条
　︹妻が夫に︺服従しているにもかかわらず、 ︹夫が︺財力に余裕が
ありながら、妻へ扶養料 支払わず、その他の扶養すべき人物への扶養料の支払を拒否した場合、第六級矯正刑に処せら る。刑事訴訟は、特に甚だしい場合に行われる。妻が告訴を取下げ 場合に 、刑事告訴もしくは刑の執行は停止される。
　
補
 則
　
不服従が法的に妥当であると認められた妻の扶養料の支払を拒否す
ること、また、人工授精
（
56）で生まれた子、もしくは保護下にある子の
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扶養料の支払を拒否することに対しても、本条項が適用される。
第五四条
　
子の監護を委託された人物が、監護に関する義務を怠った場合、
もしくは子との面会の権利を有する人物との面会を妨害した場合、初犯の場合、第八級の罰金刑に処せられ、繰り返された場合には、上記以上の刑に処せられる。
第五五条
　
医師が、事実に反して、本法律第二三条及び第三一条記載の証明
書を発行した場合、もしくは悪意を持って上記証明書の発行を拒否した場合、初犯では医療行為の従事に関して、イスラーム刑法
（
57）記載の第六級
の業務停止命令の刑に処せられ、再犯の場合、上記より重い刑に処せられる。
第五六条
　
登録所の長が、本法律第二三条及び第三一条記載の証明書を受領
することなく、または民法第一〇六〇条記載の上記の書類もしくは複婚を許可する判決の許可を得ることなく、または民法第一〇四一条の規定に反して、婚姻の登録を行った場合、も は裁判所の判決、和解不能証明書、もしくは本法律第四〇条記載の証明書 外国 判決 承認なしに、婚姻解消、または、婚姻もしくは離婚の無効 登録を行った登録所の長の業務に関して、イスラーム刑 規定さ た第四級 業務停止命令に処せられる。
第五七条
　
本法律の実施規則は司法省が策定し、司法権長に承認される。
第五八条
　
本法律の執行日以降、以下の法律は廃止される。
　（一）
　
一三一〇年五月二三日／一九三一年八月一五日成立の婚姻法
　（二）
　
 一三 一年一二月二〇日／一九三 年三月一 日成立の婚姻否認に関する法
　（三）
　
 一三一六年二月二九日／一九 七年五月一九日成立の婚姻改正法の第一条及び第三条
　（四）
　
 一三一七年九月 日／一九三八年一二月四日成立の婚姻成立前に医師 証明書の提出義務を定めた法律
　（五）
　
 一三六四年五月六日／ 九八五 七月二八日成立の未成年及び制限行為者の子どもの監護権を母親に与える
　（六）
　
 一三六五年四月二二日／一 八六年七月 三日成立の監護権に関する法
　（七）
　
 一三六七年一月二 日／一九八八年四月一二日成立の婚姻前に女性に対し破傷風の予防接種を義務化する法律
　（八）
　
 補則第六項を除く一三七一年一二月二一日／一九九三年三月一二日成立の離婚に関する改正法及び 三七三年六月三日／一九九四年八月二五日成立の上記の法の解釈法補則第三項と第六項。
　（九）
　
 一三七五年三月二日／一九九六年五月二二日成立のイスラーム刑法の第六四二条、第六四五条、第六四六条
　（一〇）
 一三七六年五月八日／一九九七年七月三〇日成立の憲法第二一条の原則を対象とする裁判所に既存 裁判所の一部を割り当てることに関する 律
　（一一）
 一三七六年八月一一日／一九九七年一一月二日成立 和解不能証明書の有効期間を決定する法律
上記の法律は五八条から成っており、一三九一年一二月一日／二〇一三年二月一九日火曜日の国会において承認され、一三九一年一二月九日／二〇一三年二月二七日に監督者評議会で確認された。　【註】
（
1）民法第一条及び同補則は、法案成立から七二時間以内に官報 （
rūznām
e-ye rasm
ī ）
に掲載することを規定している。
（
2）イラン・イスラーム共和国憲法第一二三条は、 ﹁大統領は国会を正式に通過したすべての法律に署名する義務、並びにその執行のために適当な機関の処置に付す義務を有しない﹂と規定している。
（
3）
jalase-ye ‘alanī. 国会公開会議。イラン・イスラーム共和国憲法第六九条によれ
ば、国会は基本的に公開とされ、国営ラジオや官報によって議事内容を報道することを原則とする。 かし、緊急事態下において、国家 治安維持に係る内容を討議する場合は、大統領、閣僚もしくは一〇名以上の議員の要請で国会非公開会議 （
jalase-ye gheir-e ‘alanī ） を開催することができる。
（
4）二〇一三年四月九日に成立した家族保護法の条文で、貫井万里・森田豊子 （訳・註） 、佐藤秀信、細谷幸子 山﨑和美 （註） 、爲永憲司 （凡例） ﹁イラン家族保護法案 （二〇一二年一月二三日司法権公表） ﹂ 『イスラーム地域研究ジャーナル』第五号 （早稲田大学イスラーム地域研究機構、二〇一三年）一四八―一五九頁と内容が重複している箇所は、太字で示した。
（
5）森田豊子 （訳・註）佐藤秀信、貫井万里、細谷幸子、山﨑和美 （註） 爲永憲司（凡例） ﹁家族保護法 （一九六七 六 一五日 ） ﹂ 『イスラーム地域研究ジャーナル』第六号 （早稲田大学イスラーム地域研究機構 二〇一四年）六〇頁 註二
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参照。
（
6） ﹁イラン家族保護法案 （二〇一二年一月二三日司法権公表） ﹂ 『イスラーム地域研究ジャーナル』一五五頁、註四参照。
（
7）
qāẕī m
oshāver. 法律顧問。裁判所に雇用され、法律相談に応じるが、判決を書くこ
とのない専門家のことをいう。革命後のイランでは、女性が裁判官に登用されなくなったが、法律顧問として任命されることになった。二〇一四年の報道によれば、法律顧問の研修に五年を有するため、現在、必要とされる五〇〇名 うち、一〇〇名の法律顧問しか確保できていない （
http://w
w
w
.khabaronline.ir/detail/ 
380007/society/judiciary, accessed 19 N
ovem
ber 2015 ） 。
（
8）
qāẕī enshā’. 判決を書く判事。判事の中には、法律顧問という形で当事者に法律の
説明をするが、判決を書かない判事が存在する。ここではそれと区別する めに、 ﹁法律を書く﹂ （
enshā’ ）という言葉が加えられており、それは判決文を書く資
格を持っている一般の 事のこ を指 ている。
（
9） ﹁イラン家族保護法案 （二〇一二年一月二三日司法権公表） ﹂一五五頁、註五を参照。
（
10） ﹁イラン家族保護法案 （二〇一二年一月二三日司法権公表） ﹂一五九頁、註二七を参照。
（
11）森田豊子 （訳・註） 、佐藤秀信、貫井万里、細谷幸子、山﨑和美 （註） 、爲永憲司（凡例） ﹁イラン家族保護法 （一九七五年二月四日成立） ﹂ 『イスラーム地域研究ジャーナル』第七号 （早稲田大学イスラーム地域研究機構、二〇一五年）七三頁、註八参照。
（
12） ﹁イラン家族保護法案 （二〇一二年一月二三日司 権公表） ﹂一五五頁、註七を参照。
（
13） ﹁イラン家族保護法 （一九七五年二月四日成立） ﹂七四頁、註一九を参照。
（
14） ﹁イラン家族保護法案 （二〇一二年一月二三 司法権公表） ﹂ 五九頁、註二七を参照
（
15） ﹁イラン家族保護法 （一九七五年二月四日成立） ﹂七四頁、註二〇を参照。
（
16） ﹁イラン家族保護法案 （二〇一二年一月二三 司法権公表） ﹂ 五五頁、註六を参照。
（
17） ﹁イラン家族保護法案 （二〇一二年一月二三日司 権公表 ﹂一五五頁、註八を参照。
（
18） ﹁イラン家族保護法案 （二〇一二年一月 三日司 権公表 ﹂ 五六頁、註一〇を参照。
（
19） ﹁イラン家族保護法案 （二〇一二年一月 三日司法権公表 ﹂ 五六頁、註一 を参照。
（
20） ﹁イラン家族保護法案 （二〇一二年一月二三日司法権公表） ﹂一五六頁、註九を参照。
（
21） ﹁イラン家族保護法 （一九六七年六月一五日成立） ﹂六一頁、註五参照。
（
22） ﹁イラン家族保護法 （一九七五年二月四日成立） ﹂七三頁、註三を参照。
（
23） ﹁イラン家族保護法 （一九六七年六月一五日成立） ﹂六一頁、註四を参照。
（
24） ﹁イラン家族保護法案 （二〇一二年一月二三日司法権公表） ﹂一五六頁、註一二を参照。
（
25）
taghyīr-e jensīyat. 性転換。ペルシア語の﹁
taghyīr-e jensīyat ﹂は直訳すると﹁性の
変更﹂だが、イランでは定義上、身体の性別と自己認識としての性別が一致している者が手術を受けて身体の性別を変えることは認められていない で、正確には﹁性別適合 ﹂を意味している。性別適合手術とは、性同一性障害者のうち、特に生まれもった身体の性別に対する違和感が強い人 （トランスセクシュアル、世界保健機構
IC
D
-10
の定義
F64.0
を参照）に適応される治療法で、当人の性
自認 （性同一性）に合う身体の性別に変更するため、内性器・外性器に外科的手術を施す方法を指す。現在のイランの公的位置づけにおいて、同性愛は道徳に反する行為で取り締まりの対象とされている。イラン刑法は男性の同性愛 （
levāt 、
第一〇八条） 、女 の同 愛 （
m
osāheqe 、第一二七条） ハッド刑の適用とし、最
高刑を死刑と規定している （
B
ugar, E. M
. and Shirazi, F., The “Invention” of Lesbian 
A
cts in Iran: Interpretative M
oves, H
idden A
ssum
ptions and Em
erging C
ategories of Sex-
uality, Journal of Lesbian Studies, 16: pp.416–434, 2012, p.418. ） 。一方、トランスセク
シュアルは外科治療によって対処できる疾患の一種であるとされる。性別適合手術に関しては、一九六七年にホメイニー師が合法とするファトワ 発行 おり、革命後も、これに基づいて女性から男 ／男 から女性への手術が われている。性別適合手術の許可を得る は、内外性器 診察、ホルモン検査や染色体検査、心理学的検査を経て、当人が性同一性障害 あ 証明を法医学の専門医から取得する必要がある （
N
ajm
abadi, A
., Transing and Transpassing A
cross Sex-G
ender 
W
alls in Iran, W
om
en
’s Studies Q
uarterly 36(3-4): pp.23-4, 2008: p.32 ） 。手術後には身
分証明書上の性別が変更され 。それによって、手 前の婚姻関係、親族関係、子の養育権、遺産配分などに 生じる （
K
arīm
īniyā, M
., 1389, Taghyīr-e 
Jensīyat: az m
anẓer-e feqh va ḥoqūq. Q
om
: M
arkaz- e F
eqhī- ye A
’em
m
e- ye A
thāl, pp.259-
356 ） 。
（
26） イラン・イスラーム共和国憲法第一二条ではイランの国教がイスラーム・シーア派 （ジャアファリー派）であることを定めており、第一三条ではゾロアスター教、ユダヤ教およびキリスト教のイラン人がイラン公認宗教の少数派 あり、法律範囲内で宗 的儀式を行うことが認められている。
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（
27） イランの憲法はゾロアスター教、キリスト教、ユダヤ教をイランにおける宗教的マイノリティとして認める条項がある。この法律は、結婚や離婚、相続などの問題に関して、非シーア派の宗教的マイノリティ 慣習を尊重することを規定している。 ﹁ 『裁判における非シーア派イラン人の身分保障の許可法』は、全一条三項から構成され、ゾロアスタ 教徒、ユダヤ教徒及びキリスト教徒の 、相続、子女養育等に関し、関連法令に抵触しない範囲で原則的に各宗教の規範に依ると定められている。
（
28） イラン憲法第一三条などに基づいて、ゾロアスター教、キリスト教、ユダヤ教をイランの宗教的マイノリティと認める法律を再確認する法で
（
29） エマーム・ホメイニー救済委員会は、主に貧困者を対象とした支援プログラムを全国的に展開する革命財団の一つである。主なプログラムとして、世帯主の病気・障害・失業によ 生活困窮世帯、農村部の高齢者、孤児、母子世帯、寡婦、罹災者、受刑者家族に対する生活費支援としての継続的あるいは一時的 経済給付のほかに 住居・結婚持参金 （
jahizīiye ） ・葬儀費用の保障、学資援助、職業訓
練、法律相談、無利子ローンの提供、医療費、医療保険料の保障 妊婦・乳幼児の栄養保障などがある。一三九二／二〇一三年にはイラン国民 五 ・二％ （約四〇〇万人）がエマーム・ホメ ニー救済委員会から継続的な経済給付を受けていた （エマーム・ホメイニー救済委員会一三九二 報告書） 。
http://w
w
w
.em
dad.ir/
m
content/ am
ar/ am
ar_ gozaresh_ saliane/32-%
20 kholase%
20 ostani%
2092. pdf: p.41, ac-
cessed 28 D
ecem
ber 2015 ） 。
（
30） ﹁イラン家族保護法案 （二〇一二年一月二三日司法権公表） ﹂一五六頁、註九を参照。
（
31） ﹁イラン家族保護法 （一九七五年二月四日成立） ﹂七四頁、註一九を参照。
（
32） ﹁イラン家族保護法 （一九六七年六月一五日成立 ﹂六一頁、註三を参照。
（
33） ﹁イラン家族保護法案 （二〇一二年一月 三日司法権公表） ﹂一五五頁、註三を参照。
（
34） ﹁イラン家族保護法 （一九七五年二月四日成立） ﹂七四頁、註一八を参照。
（
35） ﹁イラン家族保護法案 （二〇一二年一月二三 司法権公表） ﹂ 五八頁、註二三を参照。
（
36）
ṭalāq-e bā‘in. 取消不能な離婚。 ﹁取消不能な離婚とは婚姻解消の効果が確定する離
婚﹂のことで、 ﹁婚資と契約を設定してあらためて婚姻を成立させることによってはじめて復縁が可能になるような離婚﹂として定義される （柳橋博之『イスラーム家族法―婚姻・親子・親族』創文社、二〇〇一年、二七六頁） 。
（
37） ﹁イラン家族保護法案 （二〇一二年一月二三日司法権公表） ﹂ 五五頁、註五を参照。
（
38） ﹁イラン家族保護法案 （二〇一二年一月二三日司法権公表） ﹂一五七頁、註一五を参照。
（
39） 一九三一年の婚姻法では婚姻、離婚、離婚取消の登録が義務づけられ、一九三七年の改正法でも、この登録について規定されている （
http://rc.m
ajlis.ir/fa/law
/
show
/92288, accessed 19 N
ovem
ber 2015 ） 。
（
40） ﹁イラン家族保護法案 （二〇一二年一月二三日司法権公表） ﹂一五二頁、第三一条を参照。
（
41）正式名称は﹁財産刑罰執行手段法 （
qānūn-e ejrā-ye m
ahkūm
iyat-e nahve-ye m
ālī ） ﹂ 。
同法は、全七条、一三七七年八月二〇日／一九九八年一一月一一日に監督者評議会が承認して成立した法律。主に有罪判決を受けた受刑者の財産支弁や没収等の実務原則につい 規定 同 第二条は、財産からの賠償を命じら た者がそれに応じない場合 裁判所が同人の財産を差し押さえる等 措置 取る旨規定す 。下位法に具体的な手段を定めた実施規則 （一三七八年二月二六日／一九九九年五月一六日司法権長承認）等がある。なお、同法は、家族保護法が成立した後一三九四年三月二三日／二〇一五年六月一三日に公益判別評議会 承認 、新たに全二九条へと大幅に内容が盛り込まれ 新法となった。
（
42） ﹁イラン家族保護法案 （二〇一二年一月二三日司法権公表 ﹂一五七頁、註一六を参照。
（
43） ﹁イラン家族保護法案 （二〇一二年一月二三日司法権公表 ﹂一五七頁、註一七を参照。
（
44） ﹁イラン家族保護法案 （二〇一二年一月 三日司法権公表） ﹂一五七頁、註一八を参照。
（
45）二〇〇六年に民法第三三六条に、 ﹁婚姻期間内の家事労働に対する報酬を妻に支払う義務を規定する﹂補則が加えられた。
（
46） ﹁イラン家族保護法案 （二〇一二年一月 三日司 権公表） ﹂一五五頁、註六を参照。
（
47） ﹁イラン家族保護法案 （二〇一二年一月二三日司 権公表） ﹂一五九頁、註二四を参照。
（
48） ﹁イラン家族保護法 （一九七五年二月四日成立） ﹂七五頁、註三六を参照。
（
49）同法は、主に公的機関及びそれに準じる団体の活動等について規定。第五条は、同法における執行機関 （
dastgāh-e ejrā’ī ）を定義しており、そこには全省庁、政府
機関、そのほか石油公社、中央銀行、政府系銀行や保険会社等を含む公的機関が含まれる
（
50）
m
aḥjūr. 制限行為能力者。 ﹁イラン家族保護法案 （二〇一二年一月二三日司法権公
表） ﹂一五六頁 註九を参照。イラン家族保護法 （二〇一三年四月九日成立）第
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四四条条項では、 ﹁未成年者﹂ （
ṣaghīr ）が別の用語に書かれているので、 ﹁制限行
為能力者﹂と訳出した。
（
51） 改正国家雇用法第八七条では、手当が相続人間で平等に分割され、退職者基金への割当がなされることが規定されている。
（
52） 改正国家雇用法第八六条では、妻や子など、相続人の範囲が規定されている。
（
53）
ḥabs-e ta‘azīrī. 矯正刑。タアズィール刑とも呼ばれる。イスラーム刑法のなかの矯
正刑であり、裁判官の裁量に任された刑罰。 イラン・イスラーム共和国刑法第一九条 （二〇一三年四月二一日成立） によれば、第一級の矯正刑は、二五年以上の禁固刑、一〇億リアル以上の罰金、全財産の没収、もしくは法的地位の剥奪 （
enḥelāl-e 
shakhṣ- e hoqūqī ）に処される。第二級の矯正刑は、一五年から二五年の禁固、もし
くは五億五〇〇 万から一〇億リアル 罰金 相当する。第三級の矯正刑は、一〇年から一 年の禁固、もしくは三億六〇〇〇万から五億五〇〇〇万リアル
 
の罰金を科される。第四級の矯正刑は 五年から一〇年の禁固、も くは一億八〇〇〇万から三億六 〇 万リアル である。第五級の矯正刑 、二年から五年の禁固、八〇〇 万から一億八〇〇〇万リアル 罰金 五年から 五年の公民権停止 （
m
aḥrūm
īyat-e hoqūq-e ejtem
ā‘ī ） 、一つ以上の職業もしくは社会的
活動の永久停止、または公の投資活動 永久禁止を科される。第六級の矯正刑は、六か月から二年間 二 八〇〇 万リアルの罰金、三一回から七四回 （猥褻罪には九九回） むち打ち、六
か月から一五年の公民権停止、
最終判決のメディアでの公表、 つ以上の職業もしくは社会的活動の最大五 間の停止、公の投資活動 最大五年間の停止、もしくは商業手形の振出し年間 に処される。 第七級の矯正刑 、 九一日から六か月の禁固、 一〇〇 万から二〇〇〇万の罰金 一一回 三〇回 むち打ち、もしくは六か月間 公民権停止を科される。第八級の矯正刑は、最大三か月の禁固 最大一〇 〇万リアルの罰金、もしくは 大一〇回 むち打ちに処される （
http://rc.m
ajlis.ir/fa/law
/
show
/845048, accessed 28 D
ecem
ber 2015 ） 。
（
54） ﹁イラン家族保護法案 （二〇一二年一月二三日司法権公表） ﹂一五六頁、註九を参照。
（
55） 民法第一〇六〇条では、イラン人女性が外国人と婚姻関係を結ぶ場合、政府の許可を必要とする旨が規定されている。
（
56）
talqih-e m
asunui. 人工授精。 ﹁イラン家族保護法案 （二〇一二年一月二三日司法権
公表） ﹂一五六頁、註一二を参照。
（
57）イスラーム刑法については、 ﹁イラン家族保護法 （一九七五 二 四日成立） ﹂七五頁、註三五を参照。なお、註において﹁二〇一三年五月に全面改訂された﹂となっていたが、正確には同法律は同年四月二一日に成立している。
